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付則
第1章　総則
(通則)
第1条　新宿区(以下「区」という。)の物品管理事務に関しては、別に定めるものを除くほか、この規則の定めるところによる。
(定義)
第2条　この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
(1)　部、部長、事務局、事務局長、課及び課長　新宿区会計事務規則(昭和39年新宿区規則第14号。以下「会計事務規則」という。)第2条第1号から第6号までに規定する部、部長、事務局、事務局長、課及び課長をいう。
(2)　施設　工事事務所、公園事務所、清掃センター及び新宿中継・資源センター並びに防災センター、しんじゆく多文化共生プラザ、薬王寺地域ささえあい館、児童館、子ども家庭支援センター、保育所、新宿区立子ども園処務規程(平成23年新宿区訓令第4号)第2条第1項第2号に規定する柏木子ども園等、男女共同参画推進センター、教育センター及び中央図書館以外の図書館(これらのうち、地方自治法(昭和22年法律第67号)第244条の2第3項に規定する指定管理者(以下「指定管理者」という。)にその管理を行わせるものを除く。)をいう。
(3)　施設長　施設の長をいう。
(4)　物品管理者　物品の出納通知に関する事務及び物品の管理事務を行う課長又は事務局長をいう。
(5)　出納機関　会計管理者及び物品出納員をいう。
(6)　管理　物品の取得、保管、供用及び処分をいう。
(7)　供用　物品をその用途に応じて、区において使用させることをいう。
(8)　所管換え　物品を他の課、事務局又は施設に移すことをいう。
(9)　組替え　物品をその属する区分から他の区分に移し換えることをいう。
(10)　重要物品　会計管理者の特に指定した物品
(11)　財務会計システム　電子計算機(演算装置、制御装置、記憶装置及び入力装置からなる電子情報処理装置をいう。)を利用して区における財務に関する事務の処理を行う情報処理システムをいう。
(昭40規則51・昭48規則12・昭49規則16・昭58規則9・平17規則77・平19規則42・平23規則36・平24規則29・平25規則23・平26規則21・平27規則11・平30規則2・平30規則25・令3規則57・一部改正)
(物品の管理に関する指導統括)
第3条　物品の管理に関する指導統括の事務は、会計管理者が行う。
2　会計管理者は、物品管理事務に関して必要があるときは、報告を徴し、又は調査することができる。
(昭58規則9・平19規則42・一部改正)
(年度区分)
第4条　物品の出納は、会計年度をもつて区分しなければならない。
2　物品の出納の年度区分は、その出納を執行した日の属する年度による。
(物品の区分等)
第5条　物品は、次に掲げる区分に従い、品名別に整理しなければならない。
(1)　備品
(2)　消耗品
(3)　材料品
(4)　動物
(5)　不用品
(6)　借用物品
2　会計管理者は、前項に規定する区分及び品名を明らかにしなければならない。
(昭58規則9・一部改正、平17規則77・旧第6条繰上・一部改正、平19規則42・平20規則63・平23規則36・一部改正)
(財務会計システムでの管理)
第6条　前条第1項第1号及び第5号に掲げる物品は、財務会計システムのデータファイルに登録して整理しなければならない。ただし、会計管理者が別に定める場合にあつては、この限りでない。
(平17規則77・追加、平19規則42・令元規則47・一部改正)
(記載事項等の訂正)
第7条　物品の管理に関する財務会計システムのデータファイルの記録事項並びに帳簿及び証拠書類の記載事項は、改ざんすることができない。
2　物品の管理に関する帳簿及び証拠書類の記載事項で、やむを得ない場合において訂正しようとするときは、2線を引き、その右側又は上位に正書して、削除した文字は、明らかに読み得るようにしておかなければならない。
3　前項の規定により訂正したときは、欄外に訂正の表示を明記し、かつ、訂正部分とともに、作成者の認印を押さなければならない。ただし、帳簿については、欄外に訂正の表示及び押印をすることを省略することができる。
(昭58規則9・平17規則77・令元規則47・一部改正)
(物品出納通知)
第8条　課、事務局又は施設に属する物品の出納通知に関する事務は、物品管理者が行う。
2　前項に定める者が、事故又は不在のため、その事務を処理することができないときは、部長又は事務局長が指定した者が、その事務を代行する。
3　物品管理者は、物品の受入れ、払出し又は組替えの通知をするときは、区分、品名、数量、納品者又は受領者及び受入れ、払出し又は組替えの時期、理由等が適正であるか否かを調査しなければならない。
(昭40規則51・昭48規則12・昭49規則16・昭58規則9・昭61規則68・平17規則77・一部改正)
(物品出納員の設置)
第9条　課(会計室を除く。)、事務局及び施設に物品出納員(以下「出納員」という。)1人を置く。
2　出納員は、課及び事務局にあつては当該課及び事務局の庶務を担当する係長又は主査を、区立の小学校、中学校及び特別支援学校にあつては副校長を、区立幼稚園にあつては副園長(副園長を置かない区立幼稚園にあつては、園長があらかじめ指定する職員)を、施設にあつては施設長をもつて充てる。
3　区長は、出納員が欠けたとき又は出納員に事故があるときは、当該出納員を免じ、前項に定める者以外の者に出納員を命じることができる。
4　区長は、前項の規定により出納員を任免したときは、その職氏名を会計管理者に通知しなければならない。
(昭48規則12・全改、昭49規則16・昭58規則9・平14規則35・平17規則77・平19規則42・平20規則63・平23規則36・令元規則47・一部改正)
(出納機関の審査)
第10条　出納機関は、物品の受入れ、払出し又は組替えの通知を受けたときは、その内容を審査し、次の各号のいずれかに該当するときは、物品管理者にこれを返付しなければならない。
(1)　内容に過誤があるとき。
(2)　受入れ又は払出しの数量が適正でないとき。
(3)　その他法令に違反するとき。
(昭48規則12・全改、昭58規則9・一部改正、平17規則77・旧第13条繰上・一部改正)
第2章　物品の管理
第1節　出納手続
(購入等に伴う受入れ)
第11条　物品管理者は、物品の購入、賃借又は製造の請負に係る契約について事案の決定があつたときは、その受入れについて出納機関に通知しなければならない。
2　物品の購入、賃借又は製造の請負に係る契約についての事案の決定に当たつて出納機関である者が決定関与を行つたときは、当該事案の決定をもつて前項の規定による通知が当該出納機関に対して行われたものとみなす。
3　出納機関は、物品の納入があつたときは、第1項の規定による通知の内容に適合しているか否かを確認して、当該物品を受け入れなければならない。
(昭40規則51・昭48規則12・昭58規則9・一部改正、平17規則77・旧第14条繰上・一部改正、平23規則36・一部改正)
(その他の受入れ)
第12条　物品管理者は、次に掲げる物品の受入れについて決定があつたときは、その受入れについて出納機関に通知しなければならない。
(1)　生産品
(2)　作業、製作、工事等により、発見し、又は発生した物品で、区の所有に属するもの
(3)　贈与若しくは寄附又は交換により受けた物品
(4)　不動産等の従物で公有財産に属しなくなつたもの
(5)　拾得品で区の所有に属するもの
(6)　前各号のほか、その受入れが適当と認められる物品
2　前条第2項及び第3項の規定は、前項の場合に準用する。
(平17規則77・旧第15条・全改)
(交付物品の払出し)
第13条　物品管理者は、次に掲げる物品の払出しについて決定があつたときは、その払出しについて出納機関に通知しなければならない。
(1)　売払いを目的とする物品
(2)　贈与若しくは寄附又は交換のため払い出す物品
(3)　工事又は製造等の請負契約に伴う支給材料
(4)　借用物品
2　前項の規定による通知を受けた出納機関は、受領者から受領書を徴し、当該物品を交付しなければならない。
3　第11条第2項の規定は、第1項の場合に準用する。
(昭58規則9・全改、平17規則77・旧第17条繰上・一部改正、平23規則36・一部改正)
第2節　保管
(保管の原則)
第14条　物品は、区において、良好な状態で常に供用し、又は処分することができるようにこれを保管しておかなければならない。
(昭58規則9・一部改正、平17規則77・旧第18条繰上・一部改正)
(寄託)
第15条　物品管理者は、物品保管上特に必要があると認めたときは、他の物品管理者その他の者に物品を寄託することができる。
2　他の物品管理者に物品を寄託しようとするときは、あらかじめ、関係の課長又は事務局長は協議しなければならない。
3　物品を区以外の者に寄託しようとするときは、課長又は事務局長は、あらかじめ会計管理者と協議しなければならない。
4　物品の寄託をしようとするときは、物品管理者は、物品の寄託について決定をし、その払出しについて出納機関に通知するとともに、その寄託を受ける物品管理者に通知しなければならない。
5　前項の規定による通知を受けた出納機関は、受領書を徴し、物品を引き渡さなければならない。
6　物品の寄託を受ける物品管理者は、第1項の規定による通知があつたときは、その受入れについて決定をし、その受入れについて出納機関に通知しなければならない。
7　他の物品管理者に物品を寄託することについての決定に当たつて、寄託する物品の払出しをする出納機関である者、寄託を受ける物品管理者及び寄託された物品の受入れをする出納機関である者が決定関与を行つたときは、当該決定をもつて、第4項の規定による通知並びに前項の規定による決定及び通知が行われたものとみなす。
8　他の物品管理者に寄託した物品の返還については、第2項及び第4項から前項までの規定を準用する。
9　区以外の者に対する物品の寄託及びその返還は、第3項から前項までの規定に準じて処理しなければならない。
(昭40規則51・昭48規則12・昭49規則16・昭58規則9・一部改正、平17規則77・旧第19条繰上・一部改正、平19規則42・一部改正)
第3節　供用
(供用)
第16条　物品管理者は、物品を供用に付するときは、その使用目的に従つて、これを使用させなければならない。
2　物品を使用する者(以下「使用者」という。)は、その適正かつ効率的な使用に努めなければならない。
3　物品管理者は、金券類その他会計管理者が指定する物品については、物品受払簿(第1号様式)を備え、その使用状況を明らかにしておかなければならない。
(昭48規則12・昭58規則9・一部改正、平17規則77・旧第21条繰上・一部改正、平19規則42・一部改正)
(供用不適品の点検)
第17条　物品管理者は、適宜供用中の物品が修繕又は改造を要するかどうか点検しなければならない。
2　出納機関は、修繕し、又は改造するために物品をこれらの契約の相手方に引き渡すときは、その相手方から物品預り書(第2号様式)を徴した上、当該物品を引き渡さなければならない。
(平17規則77・旧第23条・全改)
(供用備品等の整理)
第18条　物品管理者は、備品を供用に付するに当たつては、当該備品に備品ラベルをはり付けなければならない。ただし、会計管理者が認める場合にあつては、この限りでない。
2　物品管理者は、備品及び動物については、これらの使用状況を明らかにしておかなければならない。
3　会計管理者は、毎年度3月末日現在の備品現在高に関する記録を作成しなければならない。
(平17規則77・旧第24条・全改、平19規則42・一部改正)
(重要物品の登録)
第19条　物品管理者は、重要物品については、財務会計システムのデータファイルに登録しなければならない。
2　財務会計システムのデータファイルには、重要物品に係る修繕に関する事項その他必要な事項を記録しておかなければならない。
(平17規則77・旧第25条・全改、令元規則47・一部改正)
第4節　所管換え
(平17規則77・追加)
第20条　課長又は事務局長は、必要があると認めるときは、協議の上、物品について所管換えをすることができる。
2　所管換えをするときは、払出しに係る物品管理者は、その決定をし、当該物品の払出しについて出納機関に通知するとともに、所管換えを受ける物品管理者に所管換えの通知をするものとする。
3　前項の規定による通知を受けた物品管理者は、当該所管換えに係る物品の受入れについて決定を行い、その物品の受入れについて出納機関に通知しなければならない。
4　所管換えの手続は、財務会計システムにより行うものとする。この場合において、第2項の決定に当たつて、所管換えに係る物品の払出しをする出納機関である者、所管換えを受ける物品管理者及び所管換えに係る物品の受入れをする出納機関である者が決定関与を行つたときは、当該決定をもつて、同項の規定による通知並びに前項の規定による決定及び通知が行われたものとみなす。
(平17規則77・追加、令元規則47・一部改正)
第5節　組替え、リサイクル公開及び不用品の処分
(昭48規則12・平17規則77・令元規則47・改称)
(組替え)
第21条　課長又は事務局長は、その管理する物品のうち、本来の用途に供することができないと認めるものがあるときは、他の区分に組替えをしなければならない。この場合において、他の用途に供する見込みがないと認められるものについては、不用品に組替えをしなければならない。
2　重要物品の組替えをしようとするときは、所属部長及び会計管理者に協議しなければならない。
3　物品管理者は、物品の組替えをしようとするときは、その決定をし、物品の組替えについて出納機関に通知しなければならない。
4　物品の組替えの手続は、財務会計システムにより行うものとする。この場合において、前項の決定に当たつて出納機関である者が決定関与をしたときは、当該決定をもつて、同項の規定による通知が当該出納機関に対して行われたものとみなす。
(昭58規則9・全改、平17規則77・旧第28条繰上・一部改正、平19規則42・一部改正)
(リサイクル公開)
第22条　前条第1項後段の規定にかかわらず、他の用途に供する見込みがないと認められる物品のうち、他の課又は事務局において供用が可能であると認められるものについては、物品管理者は、財務会計システムにより当該物品を公開するものとする。
(令元規則47・全改)
(不用品の払出し)
第23条　物品管理者は、不用品の売却又は廃棄をしようとするときは、その決定をし、不用品の払出しについて出納機関に通知しなければならない。
2　出納機関は、前項の規定による払出しの通知を受けたときは、売却の相手方から受領書を徴した上当該不用品の引渡しをし、又は当該不用品の廃棄をしなければならない。
3　不用品の払出しの手続は、財務会計システムにより行うものとする。この場合において、第1項の決定に当たつて出納機関である者が決定関与を行つたときは、当該決定をもつて同項の規定による通知が当該出納機関に対して行われたものとみなす。
(平17規則77・旧第30条・全改、令元規則47・一部改正)
(リサイクル公開物品の受入れのあつせん)
第24条　会計管理者は、他の物品管理者に第22条の規定により公開された物品(以下「リサイクル公開物品」という。)の受入れをするようあつせんしなければならない。
2　リサイクル公開物品の受入れについては、第20条第2項から第4項までの規定を準用する。
3　他の物品管理者による受入れがされなかつたリサイクル公開物品については、リサイクル公開物品ではなくなつたものとして、第21条第1項後段の規定による不用品への組替えを行い、前条の規定により売却又は廃棄を行うものとする。
(平17規則77・旧第30条の2・全改、平19規則42・令元規則47・一部改正)
第6節　その他の処理
(平17規則77・改称)
(物品の貸付け)
第25条　物品は、貸付けを目的とするものを除くほか、貸し付けてはならない。ただし、事務又は事業に支障を及ぼさないものについては、この限りでない。
2　前項ただし書の規定により貸し付ける場合の貸付けの期間は、特別の事情のない限り3か月を超えることができない。
3　物品の貸付けに係る手続については、第15条第9項の規定を準用する。
(昭58規則9・一部改正、平17規則77・旧第32条繰上・一部改正)
(指定管理者への貸付け)
第25条の2　指定管理者に当該公の施設に附属する物品及び施設の管理にかかわる物品を貸与するときの貸付期間は、当該指定管理者の指定の期間とする。ただし、当該指定管理者の指定が取り消されたときは、当該取消しの日までの間とする。
(平19規則42・追加、平23規則36・一部改正)
(物品の過不足の処理)
第26条　出納機関は、物品の性質によつて、歩減り、はかりましその他これに類する過不足があつたときは、物品過不足調書(第3号様式)によりその整理をし、その旨を関係の物品管理者に通知しなければならない。
(昭40規則51・昭48規則12・昭49規則16.22・昭58規則9・一部改正、平17規則77・旧第33条繰上・一部改正)
(出納手続の省略できる物品)
第27条　次に掲げる物品については、出納手続を省略することができる。
(1)　賄品及び賄材料(貯蔵物品を除く。)
(2)　式典及び会合等の催物の現場で消費する物品
(3)　新聞及び官報
(4)　前3号のほか、会計管理者がその出納手続を省略することを適当と認めたもの
(昭43規則6・昭58規則9・一部改正、平17規則77・旧第35条繰上・一部改正、平19規則42・一部改正)
(重要物品計算書)
第28条　会計管理者は、重要物品の毎会計年度間における増減及び毎会計年度末における現在高について、重要物品計算書を作成しなければならない。
(昭48規則12・全改、昭58規則9・一部改正、平17規則77・旧第36条繰上・一部改正、平19規則42・一部改正)
第7節　材料品の特別整理
(平17規則77・改称)
(特別整理を要する材料品)
第29条　工事に使用する材料品で、その費用の精算上特別の整理を必要とするものについては、他の節に定めるもののほか、この節の規定により整理しなければならない。
2　この節の規定は、製造又は修繕等に使用する材料品で、その費用の精算上特別の整理を必要とするものについて、準用する。
(昭58規則9・一部改正、平17規則77・旧第37条繰上・一部改正)
(価額表示及び分類の特例)
第30条　材料品は、受入価額を付して予算科目及び工事別に分類して整理しなければならない。ただし、受入価額が不明のものについては、買入見込価額によつて整理しなければならない。
(昭58規則9・一部改正、平17規則77・旧第38条繰上)
(材料品の供用)
第31条　物品管理者が材料品を供用に付するときは、使用者から材料品使用伝票(第4号様式)を徴さなければならない。
(昭58規則9・一部改正、平17規則77・旧第39条繰上・一部改正)
(物品管理者の帳簿)
第32条　物品管理者は、材料品受払簿を備え、材料品の受払を整理しなければならない。
(平17規則77・旧第40条繰上・一部改正)
第8節　帳簿諸表
(平17規則77・改称)
(出納機関の帳簿)
第33条　出納機関は、次に掲げる帳簿のうち必要なものを備えて、整理しなければならない。
(1)　材料品出納簿(第5号様式)
(2)　動物出納簿(第5号様式)
2　帳簿は毎年度作成しなければならない。ただし、余白の多い帳簿については、年度区分を明確にして、継続して使用することができる。
(昭40規則51・昭48規則12・昭58規則9・一部改正、平17規則77・旧第42条繰上・一部改正)
(帳簿記載上の注意)
第34条　帳簿の記載は、物品受入(払出)に係る記録、物品過不足調書又は物品事故報告書(第6号様式)によらなければならない。
2　前項のほか、帳簿の記載に当たつては、次の各号によらなければならない。
(1)　各口座の索引を付すること。
(2)　各欄の事項及び金額は、さかのぼつて記入しないこと。
(3)　年度末に年度計を記入し、繰越しの整理をすること。
(昭48規則12・昭58規則9・一部改正、平17規則77・旧第43条繰上・一部改正)
第3章　引継ぎ、検査その他
(昭48規則12・改称)
(物品管理者及び出納員の事務引継ぎ)
第35条　物品管理者又は出納員が異動したときは、10日以内に前任者は、その事務を後任者に引き継がなければならない。
2　前項の引継ぎをするときは、双方立会いの上、帳簿及び関係書類と物品とを照合しなければならない。
3　組織変更に伴い、その所管に属する事務の全部又は一部がその所属を異にしたときは、前2項の規定に準じて引継ぎをしなければならない。
(昭48規則12・全改、昭49規則16・昭58規則9・一部改正、平17規則77・旧第44条繰上・一部改正)
(自己検査)
第36条　会計管理者は、部長又は事務局長に対し、毎年度1回以上、時期及び検査の重点項目を指定して、その所管に属する物品管理者及び出納員の取扱いに係る物品の管理事務並びに使用者の物品の使用状況について、検査を求めなければならない。
2　部長又は事務局長は、前項の検査を求められたときは、所属職員のうちから検査員を任命して検査をさせなければならない。
3　部長又は事務局長は、検査員を任命するときは、同時に所属職員のうちから立会人を指定しなければならない。
4　検査員は、検査終了後10日以内に検査の結果報告書を作成し、部長又は事務局長に報告しなければならない。
5　前項の報告を受けた部長又は事務局長は、意見を付して、直ちに会計管理者に報告しなければならない。
(昭48規則12・全改、昭49規則16・昭58規則9・平14規則72・一部改正、平17規則77・旧第45条繰上・一部改正、平19規則42・一部改正)
(監督責任)
第37条　部長又は事務局長は、物品の管理事務について、当該所管に属する物品管理者及び出納員を監督しなければならない。
2　物品管理者は、供用中の物品について、その使用者を監督しなければならない。
(昭48規則12・全改、昭49規則16・昭58規則9・一部改正、平17規則77・旧第46条繰上・一部改正)
(亡失及び損傷の報告)
第38条　会計管理者、物品管理者、出納員及び使用者は、その保管している物品について、亡失又は損傷があつたときは、直ちに物品事故報告書を作成し、部長又は事務局長に提出しなければならない。
2　部長又は事務局長は、前項の報告その他により、当該所管に属する重要物品について、亡失又は損傷の事実を知つたときは、そのてん末に意見を付して会計管理者に協議の上、区長に報告しなければならない。
(昭48規則12・追加、昭49規則16・昭56規則41・昭58規則9・平14規則72・一部改正、平17規則77・旧第46条の2繰上・一部改正、平19規則42・一部改正)
(この規則を準用する占有動産)
第39条　この規則(第16条から第25条まで及び第29条から第32条までを除く。)の規定は、地方自治法施行令(昭和22年政令第16号)第170条の5第1項に規定する占有動産について準用する。
(平17規則77・旧第47条繰上・一部改正)
付　則
1　この規則は、昭和39年4月1日から施行する。
2　従前の規定によつてなした手続その他の行為は、この規則によつてなしたものとみなす。
3　この規則施行上必要な書類、帳簿等は、昭和39年度に限り、残品を使用することができる。
付　則(昭和39年11月30日規則第49号)
この規則は、昭和39年12月1日から施行する。
付　則(昭和40年8月17日規則第51号)
1　この規則は、公布の日から施行し、昭和40年4月1日から適用する。
2　新宿区物品管理規則による供用者の指定について(昭和39年10月新宿区訓令甲第28号)は、廃止する。
付　則(昭和40年9月10日規則第54号)
この規則は、公布の日から施行し、昭和40年4月1日から適用する。
付　則(昭和40年12月1日規則第61号)
この規則は、公布の日から施行する。
付　則(昭和41年12月27日規則第39号)
この規則は、公布の日から施行し、企画係長を主査に、文化係長を社会教育係長に改正する規定は、昭和41年4月1日から、老人会館を加える規定は、昭和41年5月1日からそれぞれ適用する。
付　則(昭和43年3月30日規則第6号)
この規則は、昭和43年4月1日から施行する。
付　則(昭和43年6月15日規則第28号)
この規則は、公布の日から施行する。
付　則(昭和44年5月6日規則第20号)
この規則は、公布の日から施行し、昭和44年4月1日から適用する。
付　則(昭和45年7月4日規則第26号)
この規則は、昭和45年7月6日から施行する。
付　則(昭和47年5月1日規則第31号)
改正　平成5年4月1日規則第69号
1　この規則は、昭和47年5月1日から施行する。
付　則(昭和48年3月30日規則第12号)
1　この規則は、昭和48年4月1日から施行する。
2　この規則施行上必要な書類、帳簿等は、昭和48年度に限り、残品を使用することができる。
付　則(昭和49年3月30日規則第16号)
この規則は、昭和49年4月1日から施行する。
付　則(昭和49年4月12日規則第22号)
この規則は、公布の日から施行し、昭和49年4月1日から適用する。
附　則(昭和56年9月24日規則第41号)
この規則は、昭和56年10月1日から施行する。
附　則(昭和58年3月31日規則第9号)
この規則は、昭和58年4月1日から施行する。
附　則(昭和61年10月1日規則第68号)
この規則は、公布の日から施行する。
附　則(昭和63年4月1日規則第17号)
この規則は、公布の日から施行する。
附　則(平成5年4月1日規則第69号)
この規則は、公布の日から施行する。
附　則(平成11年3月31日規則第57号)
この規則は、公布の日から施行する。
附　則(平成14年3月29日規則第35号)
この規則は、平成14年4月1日から施行する。
附　則(平成14年7月5日規則第72号)
この規則は、公布の日から施行する。
附　則(平成17年3月31日規則第77号)
この規則は、平成17年4月1日から施行する。
附　則(平成19年3月30日規則第42号)
この規則は、平成19年4月1日から施行する。ただし、第25条の次に1条を加える改正規定及び第6号様式の改正規定(「収入役」を「会計管理者」に改める部分を除く。)は、公布の日から施行する。
附　則(平成20年3月31日規則第63号)
この規則は、平成20年4月1日から施行する。
附　則(平成23年3月31日規則第36号)
この規則は、平成23年4月1日から施行する。
附　則(平成24年3月30日規則第29号)抄
1　この規則は、平成24年4月1日から施行する。
附　則(平成25年3月29日規則第23号)
この規則は、平成25年4月1日から施行する。
附　則(平成26年3月31日規則第21号)
この規則は、平成26年4月1日から施行する。ただし、第1条中新宿区会計事務規則別表第1区民健康センターの項を削る改正規定並びに第2条及び第3条の規定は、同年6月30日から施行する。
附　則(平成27年3月19日規則第11号)
この規則は、平成27年4月1日から施行する。
附　則(平成30年2月5日規則第2号)
この規則は、平成30年2月6日から施行する。
附　則(平成30年3月26日規則第25号)
この規則は、平成30年4月1日から施行する。
附　則(令和元年12月9日規則第47号)
この規則は、公布の日から施行する。
附　則(令和3年9月6日規則第57号)
この規則は、令和3年10月1日から施行する。
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(昭58規則9・全改、平17規則77・旧第14号様式繰上・一部改正)
第3号様式(甲)(第26条、第34条関係)
(昭58規則9・全改、平17規則77・旧第15号様式(甲)繰上・一部改正、平19規則42・一部改正)
第3号様式(乙)(第26条関係)
(昭58規則9・全改、平17規則77・旧第15号様式(乙)繰上・一部改正)
第4号様式(第31条関係)
(昭58規則9・全改、平17規則77・旧第17号様式繰上・一部改正)
第5号様式(第33条関係)
(昭58規則9・全改、平17規則77・旧第19号様式繰上・一部改正)
第6号様式(第34条、第38条関係)
(昭58規則9・全改、平17規則77・旧第21号様式繰上・一部改正、平19規則42・一部改正)
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